
国の経済対策である「低所得者支援及び定額減税を補足する給付」に伴い、物価高騰の負担感が大きい低所得

世帯等へ特別給付金を支給するとともに、定額減税しきれないと見込まれる方へ差額を給付金として支給します。

予 算 編 成 の 考 え 方

令和６年度別府市一般会計補正予算（第２号）の概要

補正予算額 1,404,700 千円 （補正後の予算額 62,988,400千円 当初予算比 ＋2.5％）

（うち臨時交付金 1,404,700千円 ）

住民税非課税世帯等生活支援特別給付金支給に要する経費 [ひと・くらし支援課]

補正額 1,404,700千円

①令和６年度新たに住民税非課税となる世帯に対し特別給付金を支給します。

【対 象】 令和６年度新たに住⺠税非課税となる世帯 ［3,300世帯］ 【支 給 額】 １世帯当たり１０万円
【支給総額】 330,000千円

⑤その他 システム改修費64,473千円 人件費2,025千円 通信運搬費6,790千円 その他事務費3,312千円

②令和６年度新たに住民税均等割のみ課税となる世帯に対し特別給付金を支給します。

【対 象】 令和６年度新たに住⺠税均等割のみ課税となる世帯 ［735世帯］ 【支 給 額】 １世帯当たり１０万円
【支給総額】 73,500千円

③令和６年度新たに住民税非課税、住民税均等割のみ課税となる世帯のうち、子育て世帯に対し特別給付金を支給します。

【対 象】 令和６年度新たに住民税非課税、住民税均等割のみ課税となる世帯内で扶養されている18歳以下の子［400人］
【支給対象】 対象児童のいる子育て世帯 【支 給 額】 対象児童１人当たり５万円
【支給総額】 20,000千円

④定額減税可能額が減税前税額を上回ると見込まれる所得税・住民税（所得割）のどちらか、もしくは両方課税されている方へ
差額を給付金として支給します。

【対 象】 定額減税可能額が減税前税額を上回ると見込まれる所得税・住民税（所得割）の
どちらか、もしくは両方課税されている者［22,000人］

【支 給 額】 定額減税可能額が減税前税額を上回る額（１万円単位） 【支給総額】 904,600千円


